
 

（変更） 

（様式１） 

審査基準（申請に対する処分関係） 

担当課 経営支援課 検索番号 １－１ 

法令名 信用保証協会法 根拠条項 ３３ 

許認可等 業務方法書の変更の認可 

（根拠規定） 

○ 信用保証協会法第３３条 

（主務大臣の認可） 

第３３条 協会は、定款又は業務方法書を変更しようとするときは、主務大臣の認可を受けな 

ければならない。 

 

（許認可等の基準） 

○ 「信用保証協会向けの総合的な監督指針」（平成 20 年６月20 日制定）Ⅲ－１－５ 

Ⅲ－１－５ 業務方法書変更認可申請の審査事項 

信用保証協会の業務方法書の変更認可申請を受理したときは、次の事項について審査するも 

のとする。 

（１）当該協会の業務全般を勘案し､その業務方法書変更が真に必要なものか。 

（２）当該協会の運営及び中小企業者等に対する金融の円滑化に支障を及ぼすことはないか。 

（３）同一の中小企業者等に係る保証金額の最高限度を変更する場合には､財務内容の健全 

性が確保されるとともに、保証利用者の利用機会の公平性を確保する上で問題はないか。 

（４）業務方法書の変更が、会長・理事長の選任に関するものである場合には、当該者が信用

保証協会の業務運営に係る最高責任者であることから、中小企業分野等に関する識見を有

し、原則として、常勤である者とする旨の内容となっているか。また、Ⅴ－５「役員の選

任及び役員の役割等に関する留意事項」の趣旨も踏まえ、関係地方公共団体関係者から選

任される場合は、当該者が複数の候補者からの選定や公募等、透明性の高い手続を経て任

命された者から選任が行われるようにしているといった内容となっているか。 

  

（その他） 

○ 信用保証協会法施行規則第７条 

（業務方法書変更の認可申請） 

第７条 協会は､法第３３条の規定により業務方法書の変更の認可を受けようとするときは､認 

可申請書に左の各号に掲げる書類を添付して都道府県知事（市町村の区域を越えない区域を 

法第２０条第４項に規定する協会の区域とする協会にあっては、当該市町村長。以下同じ） 

に提出しなければならない。 

１ 理由書 

２ 最近の日計表 

３ その他必要な書類 

○ 信用保証協会法施行規則第１４条 

（標準処理期間） 

第１４条 内閣総理大臣及び経済産業大臣、金融庁長官及び経済産業大臣又は都道府県知事は、 

法、令又はこの命令の規定による認可又は承認に関する申請がその事務所に到達した日から 

２月以内に当該申請に対する処分をするよう努めるものとする。ただし、令第６条第１項の 

規定により都道府県知事が行うこととされた法第３３条の規定による認可に関する申請に対 

する処分については１月以内とする。なお、当該期間には当該申請の補正に要する期間を含 

まないものとする。 

 


